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ドラッグ・ポリシー・アライアンス（Drug policy Alliance）について 

 

2000年にプリンストン大学政治学教授であったイーサン・ネーデル 

マンによって、世界的な薬物戦争を終了させるために設立した非営 

利組織です。特に米国の麻薬政策が何百万人もの人々、特に薬物戦 

争によって不条理な影響を受ける青少年や有色人種の逮捕や投獄が続 

いています。薬物政策は、恐怖や烙印(スティグマ)ではなく、科学、 

人道、健康、人権に基づくべきだと考えています。 私たちは、薬 

物使用と薬物禁止の両方の害を減らす方針と姿勢を促進します。人 

々は彼らが自分の体に入れたものに対して単に罰を受けるべきでは 

ないと考えています。 

 

http://www.drugpolicy.org/  

 

ご参考 

TED日本語 - イーサン・ネーデルマン: 麻薬戦争に終止符を打つべき理由 

http://digitalcast.jp/v/22690/ 

約 17分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この報告書は、ドラッグ・ポリシー・アライアンス（Drug policy Alliance）が 2018 年 2 月に発行した

From Prohibition to Progress: A Status Report on Marijuana Legalization の和訳です。和訳を日本

臨床カンナビノイド学会有志で行いました。2018 年 6 月の WHO/ECDD をきっかけに大麻草及びその関連物

質の科学的評価の議論が始まりますが、その背景となる基礎資料としてご利用いただければと思います。 

 

免責事項：和訳はあくまでも便宜的なものとして利用し、適宜、英文の原文を参照していただくようお願

いします。日本臨床カンナビノイド学会は、本翻訳物に記載されている情報より生じる損失または損害に

対して、いかなる人物あるいは団体にも責任を負うものではありません。 

 

原文は、こちらのページより PDFファイルでダウンロードできます。 

http://www.drugpolicy.org/sites/default/files/dpa_marijuana_legalization_report_feb14_2018_0.pdf 

 

 

[ ]内は原文の引用文献番号です。参照する場合は、p40以降をご覧下さい。 

http://www.drugpolicy.org/
http://digitalcast.jp/v/22690/
http://www.drugpolicy.org/sites/default/files/dpa_marijuana_legalization_report_feb14_2018_0.pdf
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概要 

 

2012 年 11月 6日、コロラド州とワシントン州は、

成人のマリファナ合法化した世界初の州である。2年

後にアラスカ州、オレゴン州、ワシントン D.C が続

いた。2016 年にカリフォルニア州、マサチューセッ

ツ州、メイン州、ネバダ州の 4 州の有権者は、マリ

ファナを合法化法案に投票し、承認された。 2018年

1月、バーモント州議会の議決でマリファナを合法化

した最初の州となった[i]。近い将来、より多くの州

がマリファナを合法化することが予想されている。 

 

マリファナ合法化が今のところ機能しているとい

う科学的根拠（エビデンス）がある。 成人マリファ

ナを包括的に合法規制することで州はお金を節約し、

国民を守る。この成功は、64％という史上最高値にま

で着実に増加してきた米国でのマリファナ合法化に

対する高い支持率に寄与している可能性が高い。大

半の米国人は、マリファナ合法化を賛成しており、今

や共和党の 51％の賛成を得ている。 

 

マリファナの所有、栽培、流通に関する逮捕と起訴

は、有権者がマリファナ使用を合法化した 8 州とワ

シントン D.C.で急落している。これらの州は何百万

ドルも節約し、何千人もの人々の犯罪を防止した。 

 

マリファナ合法化は、公衆衛生と安全にプラスの

効果をもたらしている。 合法化した州では、青少年 

のマリファナの使用は安定もしくは減少している。

マリファナへの合法アクセスは、オピオイド過剰使

用による死亡やオピオイド使用障害に関連する最も

厄介な害の減少と関連している。法的合法規制のあ

る成人マリファナ使用市場を創設したコロラドとワ

シントンでは、酒類やその他の薬物の影響下による

DUI逮捕（飲酒運転逮捕）が減少した。さらに、両州

の交通事故の衝突率は、マリファナを合法化してい

ない州の衝突率と同じままであった。 

 

同時に、マリファナ税収が州には何百万ドルもの

財源となっている。これらの収入は、教育、学校建設、

幼少期識字率向上、いじめ防止、問題行動への対応、

アルコールおよび薬物治療の資金源となり、社会的

利益に配分されている。さらに、合法マリファナ業界

は雇用を創出している。 現在、全米に約 20 万人の

パートタイム労働者を雇用している。 

 

 

 

調査結果の要約 

 

マリファナ逮捕件数は減少している。 すべてのマ

リファナ合法化州のマリファナ逮捕は、急落し、数千

万ドルを節約し、何千人もの人々が生涯にわたる犯

罪記録を残すのを回避した。 

•2011 年から 2015年の間に、ワシントンでの簡易な

マリファナ裁判所提出書類件数は 98％減少した。 

•コロラドにおけるマリファナ関連の裁判所提出書

類件数は、2012 年から 2015 年にかけて 81％減少

し、マリファナ所持罰金は 88％減少した。 

•ワシントン DCでは、マリファナ逮捕は 2013年から

2016年に 76％減少し、所持逮捕率は 98.6％低下し

た。 

•オレゴンでは、マリファナ逮捕件数は 2013 年から

2016年にかけて 96％減少した。 

•アラスカでは、所持および販売/製造のためのマリ

ファナ逮捕件数は、2013 年から 2015 年にかけて

93％減少した。 

 

青少年のマリファナ使用は安定化している。 マリ

ファナの青少年使用率は、21 歳以上の成人マリファ

ナを合法化した州では安定化していた。 

•ワシントン、コロラド、アラスカでは、高校生のマ

リファナ使用率は全米の使用率によく似ている。 

これらの結果は有望であり、マリファナの普及拡

大の恐れが実現していないことを示唆している。 

•オレゴン、ネバダ、カリフォルニア、マサチューセ

ッツ、ワシントンでは、マリファナ合法化制度はま

だ確立されておらず、まったく新しいものである

ため、すぐにモニタリングできる方法で青少年の

使用率に影響を及ぼす可能性は低い。これらの州

では、使用率が大きく異なるが、合法化に至るまで

ほとんどが安定化している。 

 

マリファナ合法化は、オピオイド関連の害の発生

率の低下につながる。マリファナへの合法アクセス

の増加は、オピオイド過剰摂取による死亡および未

治療のオピオイド使用障害に関連する最も厄介な害

の減少と関連している。 

 

 

 

 

 [i]本レポートには、バーモンド州は議会で可決したばかりでデータがないため分析対象に含んでいない。 
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•医療用大麻へのアクセスがある州では、過剰摂取の

死亡率は、合法アクセスできない州に比べて約

25％低く、時間の経過とともに減少している。 

•医療用大麻への合法アクセスは、オピオイド依存症

または乱用関連の入院が 23％、オピオイド治療入

院が 15％少なくなっている。 

•コロラドでのオピオイド過剰摂取死亡の分析では、

マリファナ使用の合法化後、州で月に 0.7 人の死

亡が減少し、州でのマリファナ販売の初年度の

2014 年以降、数十年にわたる増加傾向が低下し始

めている。 

 

中毒事故管理センターへの電話や、マリファナ曝

露のための救急来院は比較的まれである。 

 

•オレゴンでは、2016年に州の中毒センターへの電話

数の 1％未満がマリファナ曝露に関連していた。 

•コロラド州では、2014 年に州の 230 万人の救急来

院の 1％（0.04％）の 1/10 以下がマリファナ曝露

であった。 

 

合法化は、交通安全性の低下を招かない。 

•DUI 逮捕はコロラドとワシントンで減少している。

マリファナ使用を合法化した最初の 2 州であるコ

ロラドとワシントンでは、アルコールやその他の

薬物の影響を受けて運転する逮捕者が減少してい

る。 

•マリファナ合法化と交通事故の衝突率との間に相

関関係はない。 両州の衝突率は、合法化していな

い比較可能な州と統計的に類似している。 

 

マリファナ税収は当初の予測を上回っている。 

コロラド、ワシントン、オレゴン、アラスカ、そして

最近ではネバダでのマリファナ販売は、消費者と規

制当局が新しい制度に合わせてゆっくりと始まった。

しかし、一旦稼働すると、それぞれの売上高と税収

は、州の最初の見積もりをすぐに超えた。 （カリフ

ォルニアでの販売は 2018 年 1 月 1 日から開始され、

データはまだ入手できません。マサチューセッツで

の販売は 2018年 7月まで開始されない。メインでの

販売は、州の合法制度の実施法案の承認が保留され

ている。 ワシントン D.C.では、現時点では栽培、製

造または販売は許可されていない）。 

 

 

 

 

 

 

•ワシントンにおけるマリファナの売上高は、2016 

年から 17 年に 315 百万ドルの税収をもたらした。 

•2014 年 1 月 1 日の販売開始から、マリファナの売

上高はコロラドで約 6億ドルとなった。 

•2016-17 年度の終わりまでに、オレゴンは予想収益

の 2倍以上の 7,000万ドル(77億円)を集めた。各

州は社会福祉にマリファナ税収を配分している。 

 

各州は社会的利益にマリファナ税収を配分している。 

•コロラドは、学校建設、幼少期識字率向上、いじめ

防止、問題行動への対応の資金とするために、2015

年から 2017 年までコロラド州教育省に 2 億 3000

万ドル（253億円）を拠出した。 

•オレゴンでは、マリファナ税収の 40％を州の学校基

金に配分し、これまでに 3400 万ドル(37.4億円)を

入金している。また、州はアルコールと薬物治療に

20％を分配する。 

•ネバダの 15％の卸売税は、州立学校の資金調達のた

めに今後 2年間に 5600万ドル（61.6億円）を拠出

する予定である。 

•ワシントンは物質使用障害の治療、教育、予防に

25％を配分する。また、州は、マリファナ税収の

55％を基本的な保健計画の基金に配分している。 

•アラスカでは、年間約 1,200 万ドル（13.2億円）を

徴収し、薬物治療およびコミュニティ住宅センタ

ーに資金を提供する予定である。 

•カリフォルニアとマサチューセッツでは、薬物逮捕

や投獄、特に低所得層のコミュニティによって悪

影響を受ける地域社会に、マリファナ税収を投資

して不公平な薬物捜査の害を修復する。 

 

マリファナ産業は雇用を創出している。 予備的な

見積もりによれば、合法マリファナ産業は全国の

165,000〜230,000 人の常勤労働者とパートタイム労

働者を雇用している。この数は、より多くの州がマリ

ファナを合法化し、非合法市場を新しい合法市場に

置き換えるにつれて、増加し続けるであろう。 
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Ⅰ.序論 

 

マリファナ合法化の支持は、今や３分の２近く(64％)

の米国人はマリファナ合法化に賛成している(付録 A参

照)。[1]米国人の 5 人に 3 人(62％)は医療用大麻[ⅰ]

がある州に、5 人に 1 人(21％)は 21 歳以上の成人マリ

ファナ使用が合法化された州に住んでいる(下記図１

参照)。[2]大多数(75％)の米国有権者は、あらゆる党で、

医療用大麻、成人マリファナが合法化された州で連邦

法のマリファナ禁止政策に反対している。[3] 

 

8 つの州とワシントン D.C.の有権者は成人マリファナ

を合法化した(付録 B参照)。[ii] 2018 年 1月、バーモ

ント州はマリファナを州法で合法化した最初の州にな

った。[4]同州は、マリファナ合法化がごく最近で分析

できないため、本レポートには含まれていない。 

 

2018 年中間選挙に向けた合法化住民投票は、主にアリ

ゾナ、フロリダ、ミズーリ、ネブラスカ、サウスダコタ

などの新しい州で提出された。[5]追加の州(コネチカ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ット、デラウェア、イリノイ、メリーランド、ニュージ      

ャージー、ニューメキシコ、ニューヨーク)は 2017年度

の議会期間中にマリファナ合法化法案を提出済で、

2018年度期間にも再提出する見込みである。[6] 

 

各州がマリファナ合法化の意味合いを検討する間、住

民と政策担当者は共に、アラスカ、カリフォルニア、コ

ロラド、メイン、マサチューセッツ、ネバダ、オレゴン、

ワシントンの各州とワシントン D.C.での合法化がどの

ような進展となっているか理解しようと注目している。 

 

各州の合法規制には違いがある。全ての制度では、現在

のところ、21 歳以上の成人は、個人使用目的のマリフ

ァナ所持が許されている。小売店舗がある成人マリフ

ァナ市場が誕生した州もある。規制をまだ策定中でマ

リファナ小売販売を開始していない州もある(付録 B参

照)。2018 年 1 月 1 日、コロラド州(成人マリファナ合

法規制を最初に実施した州)は、マリファナ小売販売の

4 周年を迎えた。ワシントン、オレゴン、アラスカ、ま

た範囲は限定されているが、ネバダとカリフォルニア

[iii]では、成人マリファナの小売販売を実施した。

[iv] メインとマサチューセッツでは小売市場はまだ

策定されていない。ワシントン D.C.の法律では、マリ

ファナの商業的な栽培と販売が禁止され、商用事業を

許可する計画は現在のところ存在しない。 

 

マリファナ合法化の影響は、データがほとんど存在せ

ず、データ収集が全州および全年度で均質でないため、

ほとんど系統的な評価は行われていない。そのような

わけで、マリファナ合法化の効果について一線を引い

た結論を出すには時期尚早である。しかしながら、合法

化の効果はプラスもしくは中立的であることを示す暫

定的な証拠がある。[7]本レポートでは、マリファナ合

法化の影響に関する利用可能なデータを、社会的公正

への影響、公衆衛生、道路安全、州経済の４つの尺度に

焦点を合わせて検証する。本レポートでは、データが利

用できれば評価すべき将来の尺度、およびマリファナ

合法化法案もしくは住民投票を起草する場合に州で考

えたくなる可能性がある方針の考慮事項も検討する。 

 

図 1：マリファナ合法化した全米人口のシェア 

医療用合法       医療用合法         非合法 

成人用合法 
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Ⅱ．社会的公正への影響 

 

マリファナ逮捕と裁判所提出書類件数の激減 

 

マリファナが合法化された全州とワシントン D.C.での

マリファナの所持、栽培、流通の逮捕件数[v]は、有権

者が成人マリファナを合法化して以来急落しており、

司法は何億ドルも節約し、何千人も犯罪者になること

を防止している。 

 

マリファナ合法化州とワシントン D.C.全体でマリファ

ナの法律違反による逮捕件数が激減した(図 2に示す)。

アラスカ州では、所持と製造販売によるマリファナ逮

捕数は 2013 年から 2015 年までに 93％減少し、845 件

から 60件になった(付録 C参照)。コロラド州では、2013

年から 2013 年までにマリファナ逮捕数は 49％(12,894

件から 6,502件)減少した。 

 

マリファナ逮捕件数は 2014 年に 7％(7,004 件)増加し

たが、それでも 2012 年より 46％減少している(付録 E

参照)。同州におけるマリファナ関連の裁判所提出書の  

 

 

 

 

 

総件数は、2012年から 2015 年の間で 81％(10,340件か

ら 1,954 件)、マリファナ所持の告発は 88％(9,130 件

から 1,068件)に減少した。[8]オレゴン州では、マリフ

ァナ逮捕件数は 2013 年から 2016 年までで 96％(6,996

件から 255件)減少した(付録 H参照)。[9]  

ワシントン州における低レベルマリファナの裁判所提

出書類の総件数は、2011 年から 2015 年の間に 98％

(6,879 件から 120件)に減少した(付録 I参照)。[10]同

州のマリファナ所持の有罪判決は、2011 年から 2015年

までに 76％(7,303 件から 1,723 件)減少した。[11]ワ

シントン D.C.では、マリファナ逮捕件数は 2013年から

2016 年までで 76％(3,450 件から 840 件)、所持による

逮捕は 2013年の 2,549件から 2016年の 35件と 98.6％

減少した(p31からのワシントン D.C.での逮捕件数に関

する議論を参照)。[12] 

 

 

 

 

 

図 2：州による年間マリファナ逮捕あるいは有罪判決数 

2014年 11月 

アラスカ、オレゴン、ワシントン DC 

成人マリファナ合法化 

2012年 11月 

コロラド、ワシントン 

成人マリファナ合法化 

2016年 11月 

カリフォルニア、メイン、 

マサチューセッツ、ネバダ 

成人マリファナ合法化 

アラスカ          ワシントン DC          ワシントン            オレゴン           コロラド 

マリファナ逮捕件数   マリファナ逮捕件数      マリファナ逮捕件数      マリファナ逮捕件数    マリファナ逮捕件数 
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Ⅱ．社会的公正への影響(続き) 

 

逮捕の減少により、警察と司法に対して何億ドルもの

多大な節約になったと推定される。[13]例えば、ワシン

トン州では、2000年から 2010 年までに 2億ドル超をマ

リファナ対策に費やしている。[14] もう所持や他の低

レベルマリファナ違反で逮捕や起訴しないため、各州

は何億ドルも節約をし、何千人もの成人が 少量のマリ

ファナ所持だけで制止され、逮捕され、告発され、有罪

になることはない。 

 

社会的利益に配分された収益 

 

大多数の州では、監督を行う規制当局を充当し、業界の

売上が政府の行政コストを負担するよう、最初にマリ

ファナ税、マリファナ手数料またはその両方の収益を

割り当てた。マリファナ収益の残額が割り当てられる

方法は州によって異なる。物質使用障害治療や薬物使

用予防プログラムなどの教育と公衆衛生制度は、成人

マリファナの税収最大の受益者である(p7 の表１参照)。 

 

マリファナ販売は、2014 年 1 月 1 日の販売開始以来、

コロラド州で約 6 億ドルとなった(p21 の表 2 参照)。

[15]コロラド州は 2015 年から 2017 年の間、同州教育

局に 2 億 3 千万ドルを分配し、学校建設、幼少期識字

率向上、いじめ防止、問題行動への対応へ資金を提供し

ている。[16]オレゴン州では、マリファナ税収の 40％

を州立学校資金に配分し、これまでに 3400万ドルを投

入した。[17]ネバダ州の 15％の卸売上税[vi]からの資

金は、医療用大麻、マリファナの栽培者が支払っている

が、今後 2 年で 5600 万ドルが見込まれており、学校に

資金提供される予定である(p7の表１参照)。[18] 

 

州のアルコール・薬物治療資金は常に次の大きな受益

者である。オレゴン州は 20％をアルコール・薬物治療

に割り当て、ワシントン州は 25％を物質使用障害の治

療、教育、予防に確保されている。ワシントン州もマリ

ファナ税収の 55％を基本健康プランに資金提供するた

め配分している。 

 

 

 

 

アラスカ州歳入局は、同州で年間 1200 万ドル徴収する

と推定しており、薬物治療とコミュニティの住民セン

ターに資金提供を予定している。[19]2018 年に免許付

与開始を予定している他の州では、予測される税収の

かなりの部分を物質使用障害治療に配分する見込みで

ある。例えば、カリフォルニア州はマリファナ収益をコ

ミュニティの再投資補助金計画に提供予定で、 初年度

$1000 万ドルから始まり、毎年 1000 万ドル、以降、最

大 5000万ドルまで増額する。さらには、他の資金を少

額返済後、カリフォルニア州はマリファナ税資金の

60％を青少年の薬物使用予防と物質使用障害治療、

20％を環境回復に確保する予定である(表 1参照)。 

 

地域と青少年への再投資  

 

カリフォルニア州[vii]とマサチューセッツ州[viii]

では、成人マリファナの販売からの収益は、薬物逮捕や

受刑で最もひどい影響を受けるコミュニティへの投資

が要求される。[20]この収益配分は、麻薬戦争で不相応

に被害を受けたコミュニティを強化する意図がある。

厳格な麻薬の法律とその差別的な執行は、多くの家族

に破壊的な影響を与えた。マリファナ犯罪の有罪判決

によって、自由、雇用、公的給付、住居、学生ローンと

財政援助の損失、つまり家族の安定性を危うくする全

ての排斥につながる。カリフォルニア州とマサチュー

セッツ州における収益配分は、修復的司法、刑務所転用、

経済開発、職業訓練、職場あっせん、メンタルヘルス治

療、法務で、受刑後の地域リエントリーの障壁と、医療

ケアの利用に取り組むもののサポートを意図している。 

 

このユニークな地域再投資資金は、逮捕率、収監率の高

い有色人種の低所得地域を対象とする。[21]これらは、

麻薬戦争と青少年(主に黒人とラテン系個人)の重点受

刑により最も打撃を受けた地域を、 地域リエントリー、

職業開発、メンタルヘルス、法務など、人々に新しくス

タートするプログラムに投資することによって、 再建

を助けることを意図している。 
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カリフォルニア州は、他の資金へのトップから少数の

支払い後、マリファナ税収の 60％を青少年の薬物教育、

薬物使用予防、早期介入、物質使用障害治療に配分する

予定である。[22]資金はドロップアウトまたは物質使

用障害のリスクがある青少年を対象とした、地域ベー

スのプログラムに対して補助金として配分されるよう   

 

 

 

 

意図されている。[23]補助金は、世代間の薬物治療と相

談サービス、科学的根拠に基づく薬物教育、過剰摂取予

防、メンタルヘルスセラピー、読み書きサービス、職業

訓練を含むがこれに限定されないさまざまなサービス

に資金提供できる。[24]  

 

表１　州によるマリファナ収入の配分[ix]

州 配分

カリフォルニア[25]

行政管理費の払い戻し

総収入からの支払い、調査研究、州高速道路警備、コミュニティ再投資

60％：青少年治療基金

20％：地方自治体

20％：環境改善

コロラド[26]

卸売小売マリファナに対する15％の消費税：

学校建設に4,000万ドル、残りの公立学校基金

　

小売マリファナの15％の消費税：

10％：地方自治体

90％：州政府（2018年から2019年まで）は3つの方法で分割されます。

（1）公立学校基金 （2）一般基金への28.15％ （3）マリファナ税金基金への71.85％

　

医療用大麻に対する通常の2.9％州の消費税

マリファナ税金基金：ヘルスケア、マリファナの健康影響を監視、薬物依存防止、治療など

ワシントン[27]

管理費の払い戻し

25％：薬物使用の治療、教育および予防

1％：ワシントン大学とワシントン州立大学でマリファナ関連の研究

50％：州基本健康保険信託口座

5％：プライマリヘルス＆デンタルケアサービスの地域健康センター

剰余：一般基金

オレゴン[28]

管理費の払い戻し

40％：州立学校基金

20％：メンタルヘルス、アルコールおよび薬物治療

15％：州警察

10％：都市、人口とライセンス数に基づいて

10％：郡、キャノピーサイズ+＃ライセンス所有者数

5％：州保健機関

アラスカ[29]
50％：再犯削減プログラム

50％：一般基金

ネバダ[30]

行政管理費の払い戻し

卸売税収は学校へ

消費税収入は緊急時調整資金へ

マサチューセッツ[31]

行政管理費の払い戻し

残りの資金は、（1）薬物使用防止を含む公衆衛生および問題行動の保健および治療; （2）公共の

安全; （3）市の警察訓練; （4）予防およびウェルネス信託基金。 （5）修復的司法、刑務所転換、

労働力開発、社内指導教育の計画立案

メイン
 成人向けマリファナの販売を実施し、マリファナの税収と収益配分を定義するための法律はまだ導

入されていない。
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Ⅲ．公衆衛生 

 

青少年のマリファナ使用 

 

予備データによると、全米および成人マリファナを合

法化した州では、青少年のマリファナ使用率は安定し

ており、実際には低下した場合もあることを示してい

る。合法化でマリファナを受け入れやすくなり、それに

よって青少年の間で使用が増加するとの心配が多かっ

たが、最近の調査ではそのような様子はまだない。マリ

ファナに対する青少年の意識変化がある可能性はある

が、全体の使用率は増加していない。本節では、全米レ

ベル、合法規制を実施している州、小売販売を開始した

ばかりかまだ整備していない州の青少年の意識と最近

のマリファナ使用に関するデータを調査する。 

 

全米の傾向 

 

米国における物質使用傾向の 3 大規模調査[32]によれ

ば、青少年間の最近のマリファナ使用は十代年少者で

減少し、十代年長者では安定していることが実証され

ている。全国的に、青少年の大半は日常的なマリファナ

使用には反対で、日常的使用はリスクまたは有害だと

みている(特に十代年少者),が、過去ほど反対または認

知されたリスクの率は高くはない。[33]マリファナは、

特に十代年少者には、昔ほど入手が用意ではないと、全

国の青少年は報告している。[34]以上合わせると、マリ

ファナ合法化州が増えても、十代のマリファナ使用率

の増加は拡大しなかったことをこの調査結果は示して

いる。[x] 

 

マリファナを合法化した州での青少年の使用 

 

８つの州とワシントン D.C.では、限られた量の成人マ

リファナの個人所持が合法化されたが、特筆すべきこ

とは、州の方針は多彩で、その施行も様々な段階である。

さらに、青少年のマリファナ使用に関する州中心の調

査全てが実施から更新と公開がされているわけではな

く、変化の可能性を追跡することが困難である。このよ

うな状況を踏まえ、マリファナ市場が完全施行された 

 

 

 

 

州での青少年のマリファナ使用率とより最新の法律を 

持ち、合法規制市場がなく、最新データがまだ利用でき

ない州に居住する青少年の使用率から別に得られる最

新データを調査することが重要である。現在、コロラド、

ワシントン、アラスカ、オレゴンの各州および限られた

範囲ではあるがネバダとカリフォルニアは、 州レベル

の方針とマリファナの小売販売を実施しているが、最

新の州中心の青少年使用データはオレゴン、ネバダ、カ

リフォルニアではまだ利用できない。この 3 つの州で

の青少年の使用率は、合法規制されたマリファナ市場

をまだ実施していない州、つまり、メイン、マサチュー

セッツ、カリフォルニアの各州とワシントン D.C.と共

に提供される予定である。 

 

合法規制されたマリファナ市場があり、最近の青少年

データがある州(コロラド、ワシントン、アラスカ) 

 

青少年のマリファナ使用は、全米およびマリファナ合

法規制した州で共に、過去数年は比較的安定している。

[35]2015 年の青少年危険行動調査によれば、21.7％の

全米のハイスクール生徒は、過去１カ月にマリファナ

を使用しており、この率は過去 10年間と一致している。

ワシントン、コロラド、アラスカにおけるハイスクール

生徒の使用率は全米の使用率と概ね似ており、ほとん

ど変化がない。この結果は、使用増加の拡大の恐れが起

こっていないことを示しており、有望である。[xi] 

 

ワシントン州青少年健康調査の 2000 年から 2016 年ま

での 8、10、12 年生によるマリファナ使用結果を見る

と、使用率は同じか減少している。(図 3 参照)。[36]こ

の結果は、同州の 10、12 年生の過去 30 日間のマリフ

ァナ使用は、過去数年間、統計的に変化がなく、合法化

は全く影響がないことを示している。[37]実際、同州に

おける 10 年生と 12 年生による使用率はそれぞれ 17、

26％で、同学年の全米の使用率 20％、27.6％と同じか

やや下回っている。8年生の間の最近の使用は 6％に落

ち、2000 年から 50％下落している。 
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2001 年から 2015 年までのコロラド州児童健康調査の

結果によれば(次頁の図４)、同州のハイスクール生徒

による過去 30日間のマリファナ使用率(21.2％)は 2001

年(30.2％)から着実に低下している。[38]結果として、

コロラドのハイスクール生徒の使用率は今では全国平

均と同程度になっている。 

 

コロラドの 9年生、10年生の最近の使用は、事実上 2011

年から変化しておらず、2015 年の 9 年生で最近使用し

たと報告したものは 2001 年の半分未満の率であった。

コロラドにおける 11 年生と 12 年生の最近のマリファ

ナ使用は 2012年以降増加したように見えるが、この率

はマリファナ合法化前のピーク率よりも低い。さらに、

コロラドの青少年データの解析によれば、これらの変

化には統計的有意差がなく、成人マリファナの店舗の

開業は、これまで仮定されてきたような認知されてい

たマリファナの入手しやすさへの影響はないことを示

している。[39] 

 

 

 

 

2003 年から 2017 年までのアラスカ州の青少年危険行

動調査[xii]結果では、同州ハイスクール生徒による過

去 30 日間のマリファナ使用率は、2010 年以降 21.5％

で比較的安定しており、全米ハイスクール生徒の率と

同程度である(図 5 参照)。[40]報告された 9 年生によ

る過去 30 日間のマリファナ使用は 2015 年に低下した

が、2017年には 2013年のピークレベルを少し超えるま

で上昇した。[41] 10 年生による最近の使用は過去 10

年間で減少し、現在 16.3％である。[42]一方、11 年生

による使用は 2013 年以来わずかに上昇したが、2009年

のピーク率を下回ったままである。[43] 12 年生の最近

のマリファナ使用は 2013年以来一致しているが、2015

年に増加し、2017年には安定した。[44] 

 

 

 

 

 

図 3：ワシントン州の過去 30 日間における学年別のマリファナ使用 

12 年生        10 年生         8 年生         

(高校 3 年生)    (高校 1 年生)     (中学 2 年生)      
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Ⅲ．公衆衛生(続き) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4：コロラド州の過去 30 日間における学年別のマリファナ使用 

図 5：アラスカ州の過去 30 日間における学年別のマリファナ使用 

9 年生        10 年生         11 年生        12 年生        ハイスクール平均 

(中学 3 年生)    (高校 1 年生)     (高校 2 年生)     (高校 3 年生)   

9 年生        10 年生         11 年生        12 年生        ハイスクール平均 

(中学 3 年生)    (高校 1 年生)     (高校 2 年生)     (高校 3 年生)   
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新興マリファナ市場もしくはマリファナ市場の規制が

ない州[xiii] 

 

合法マリファナを認めた州(法域)には、規制がまだ策

定されていない、または策定されたばかりなので青少

年の使用率に即座に計測されるような影響を与えそう

にないものがある。しかしながら、合法化法案の通過だ

けで影響があるのかどうかを詳しく事前評価するため、

青少年のマリファナ使用の基準率を評価することは重

要である。使用率は州によって大きく異なるが、合法化

に至る歳月で安定化または減少することがほとんどで

ある。 

 

合法化前の長期間、オレゴン、マサチューセッツ、ワシ

ントン D.C.における最近の青少年によるマリファナ使

用率は、全米傾向とは異なり、マサチューセッツ、ワシ

ントン D.C.では歴史的に使用率が高く、オレゴンでは 

 

 

 

 

 

低い使用率であった。結果として、これらの州での青少

年のマリファナ使用は特定の政策変更が原因とするこ

とができない。例えば、2015 年のワシントン D.C.にお

けるハイスクール生徒による過去 30日間のマリファナ

使用率は、全米平均 (32.2％)おくべて著しく高かった

が、この使用率はしばらく高かった。[45]一方、オレゴ

ン (図 6参照) では、調査した生徒での使用率は最低

で、2015 年で 8年生は 8.8％、11年生は 19.1％であっ

た。[46]最近合法化したカリフォルニア、ネバダ、メイ

ンの各州では、十代の使用率は全米平均と一致してい

る。対照的に、マサチューセッツではやや高いままであ

った(次頁の図 7を参照)。 

 

 

 

 

 

 

図 6：オレゴン州の過去 30 日間における学年別のマリファナ使用 

8 年生        11 年生          

(中学 2 年生)    (高校 2 年生)    
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Ⅲ．公衆衛生(続き) 

 

 

合法化前、青少年のマリファナ使用率は、カリフォルニ

ア、ネバダ、メイン各州では、安定か、低下さえしてい

た。例えばネバダの 11 年生による最近の使用率(次頁

の図 8)は、2001 年から 2015 年の間に 3 分の 1 だけ減

少(30.8 から 21.8)、同時期にハイスクール全体の率は

3分の 1だけ減少し、9年生では使用率は 21.6から 14.6

へ、10 年生は 21.8 から 17.8 へ、12 年生は 33.5 から

24.3に減少した。[49] メインのハイスクールでは 2015

年に、2001 年に報告された率の半数の 9 年生が過去１

カ月に使用し、他の学年では 2001 年で報告された率の

4 分の 1 から 5 分の 1 あたりまで減少していることが

報告された。(図 9 参照)。[50] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、マサチューセッツのハイスクールの 2015年の

マリファナ使用率(24.5％)は、生徒の 30.9％が過去１

カ月にマリファナを使ったと報告した 2001年よりも減

少している。[51]一方、カリフォルニアの(p14図 10)9

年生と 12 年生による使用率は 2004 年以来一致してい

る。[52] 

 

この率は有望な傾向である。青少年のマリファナ使用

率は、マリファナ合法化の実施を完了直前に減少また

は安定化するように見える。これは、マリファナ合法化

と成人マリファナの市場によって、青少年のマリファ

ナ使用を成人前に「日常的なものにする」との心配が多

かったが、使用増加につながらないことを示している。

マリファナ小売販売が完全実施された後もこの傾向が

続くかどうか、全米青少年のマリファナ使用傾向に追

従したままになるのか、追跡することが特に重要であ

る。 

 

 

 

 

 

 

図 7：マサチューセッツ州の過去 30 日間における学年別のマリファナ使用 

9 年生        10 年生         11 年生        12 年生        ハイスクール平均 

(中学 3 年生)    (高校 1 年生)     (高校 2 年生)     (高校 3 年生)   
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図 8：ネバダ州の過去 30 日間における学年別のマリファナ使用 

図 5：メイン州の過去 30 日間における学年別のマリファナ使用 

9 年生        10 年生         11 年生        12 年生        ハイスクール平均 

(中学 3 年生)    (高校 1 年生)     (高校 2 年生)     (高校 3 年生)   

9 年生        10 年生         11 年生        12 年生        ハイスクール平均 

(中学 3 年生)    (高校 1 年生)     (高校 2 年生)     (高校 3 年生)   
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Ⅲ．公衆衛生(続き) 

 

 

 

中毒事故管理センターへの電話件数と救急来院数 

 

利用可能なデータによれば、マリファナ合法化後、マリ

ファナ暴露による中毒事故管理センターの電話は、も

っとありふれた製品や物質などの他の暴露に関する電

話に比較すると異なった状態のままである。中毒セン

ターへのマリファナ関連の電話は、合法化州では合法

化前よりも増えてはいるものの、 関係する電話数は全

電話数のごく一部だけで、処方薬、ありふれた清掃用品、

洗面化粧品などの商品よりも著しく少ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マリファナ暴露に関する中毒センターへの電話件数デ

ータは、コロラド、オレゴン、ワシントンの各州にしか

ない。例えば、オレゴンでは、2016 年の中毒センター

の電話件数の１％未満しかマリファナ暴露に関係する

ものはなかった。[53]オレゴン州中毒センターでは、約

2 年間電話数が増加した後、2016 年の第 2 半期に同セ

ンターへのマリファナ関連の電話が減少していること

に気が付いた。[54] ワシントンでは、合法化後に中毒

センターへのマリファナ暴露の電話数の増加を経験し

た。しかしながら、マリファナ関連の電話件数は 2016

年の 62,502件中 286件でしかなかった。[55] これは、

同センターの年間電話件数の 0.5％未満である(図 11参

照)。[56]マリファナ暴露でワシントン州中毒センター

に電話した個人の約 75％は、自宅で症状の処置を受け

た。 つまり、救急治療センターの救急室または診察室

での対面治療介入を必要としなかった。[57] 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 カリフォルニア州の過去 30 日間における学年別のマリファナ使用 

9 年生        11 年生 

(中学 3 年生)    (高校 2 年生)    
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ロッキーマウンテン中毒センターによれば、2016 年は

コロラド州中毒センターにマリファナ暴露に関連する

電話が 224 件あった。これに対して、2015 年 7 月から

2016 年 6 月までの年度内の総電話数は 41,137 件あっ

た。[58] 

この電話の 3 分の 2 近く(64％)は、患者の医療結果で

は軽症または影響が全くなかった。[59]このような電

話の 4 分の 1 をやや上回るぐらいが中等症または重症

であったが、マリファナ摂取に関連した死亡事故はな

かった。[60]最もよく報告された症状には、眠気、倦怠

感(26％),、頻脈(心拍数上昇)(17％)、興奮または過敏

症(12％)、混乱(10％)で、これらの多くは命に危険はな

く、個人の摂取後、1 時間もあれば徐々に消えていく。

[61] 

 

合法化州におけるマリファナ暴露が原因による救急来

院に関するデータは不足している。そのようなデータ

はコロラドにしかなく、マリファナ暴露による救急来

院件数は、2012 年の 10 万あたり 22 から同州で最初の

マリファナ小売りが始まった 2014 年第 1 半期の 10 万

あたり 38へ増加した。[62]一方、2014 年のマリファナ

暴露での救急来院は救急来院総数 230 万件のうち 1％

の 10 分の 1 未満(0.04％)である。[63] 

 

合法化前に、個人使用のためのマリファナ所持は多額

の罰金、保護観察、または受刑になることがあった。マ

リファナに関連する刑事罰と不名誉の恐れがあり、マ

リファナ摂取が原因で不快な反応を経験しても、治療

サービスや相談を求める個人が思いとどまった可能性

がある。[64]今では合法州の個人は、悪くなった状況を

気楽に報告できるだろう。さらに、合法州の人は、マリ

ファナ消費のリスクと関連する害を減らす方法に焦点

を当てた公衆教育キャンペーンに晒されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その結果、合法化州にある中毒センターと救急は、合法

化後の年にマリファナ暴露への悪化症状による電話と

来院の増加予想を経験する。当初、これは懸念されるが、

マリファナ所持に刑事罰が存在していた頃は助けを求

める気にならなかったことは、合法化前に電話数が少

なかった理由になるだろう。事故が増加したのか、また

は司法リスクが減ったので、単純に悪い反応を報告す

る人の数が増えたのかはよくわかっていない。合法マ

リファナ摂取が一般化し、摂取者はマリファナの効果

に精通するようになるに従って、中毒センターへのマ

リファナ関連の電話および救急来院の継続的な評価は

必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11：ワシントン州中毒センターの電話(2016) 

マリファナ暴露    処方薬、清掃用品、洗面化粧品  

             などの暴露    
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Ⅳ．交通安全 

 

マリファナによる機能障害の状態（またはマリファナ

の影響下）で運転することは、この国のすべての州で違

法である。[66]機能障害の定義や制限の内容は、合法の

マリファナが存在する州も含め、州によって大きく異

なる。コロラド、ネバダ、ワシントンでは、ドライバー

ズシステムで認められたマリファナの向精神性成分

THC と THC 代謝物濃度を判定する血液検査を機能障害

の指標としている。[xiv][xv]これとは対照的に、オレ

ゴン、アラスカ、ワシントン DC、カリフォルニア、メ

イン、マサチューセッツはすべて、薬物認識エキスパー

ト（DRE）によるトレーニングに沿った観察でドライバ

ーの機能障害を判定する。[67]これらはいずれも限界

があり、マリファナによる機能障害の判定に最適の方

法については、まだ意見が一致していない。 

 

定量化できる THC や THC 代謝物を一定量含む状態で運

転することを「機能障害状態での運転」と再定義してい

る点で、THC のしきい値は、マリファナをアルコール同

様に扱うものである。[68]これらの法律は、血中 THC濃

度が特定値以上となるマリファナ使用によって機能障

害を起こした状態での運転を罰することである。THCし

きい値の制限は、多くの場合、アルコール濃度と機能障

害に相関性があるように、THC 濃度にも機能障害との相

関性があるという誤った認識に基づいている。ところ

がこの 2 つの物質は、代謝のしくみが全く異なってお

り、一方から他方を類推できない。[xvi][69]アルコー

ルと異なり、THC はマリファナ使用から数週間たち、そ

の影響による機能障害がすべてなくなってから相当後

でも血液内に残留し、検知される場合がある。[70] 

 

このような恣意的なしきい値では、機能障害の証拠と

はなりません。ドライバーズシステムとの THC 濃度と

機能障害には明確な関連性がない。[71] 

 

 

 

 

米運輸省道路交通安全局（NHTSA」）、AAA交通安全財団、

研究者たちが行った調査のすべてで、THCはアルコール

と異なり、特定の血中 THC 濃度と機能障害には明確な

相関性のないことが確認されている。[xvii][72]血中

THC濃度では、ドライバーが機能障害に陥り、安全に運

転できないかどうかを客観的に判定できない。[73] 

 

AAA交通安全財団の最近のレポートには、THCしきい値

検査が非常に非科学的であるため、ドライバーへの処

罰が不足することも、過剰になることもあると記載さ

れている。つまり THC しきい値検査では、実際には機能

障害に陥っているドライバーを検知できなかったり、

機能障害のないドライバーを処罰したりする。[74]こ

の結果、ドライバーの血中 THC検査では、納税者の血税

が無駄になり、不当な逮捕や起訴のリスクが生じ、安全

に運転している人々の生活が不必要に干渉されること

になる。これらの検査で確実に判定できることは、せい

ぜいドライバーが過去にマリファナを使用したことが

あるかどうかで、その時期は数時間前、数日前である可

能性、または数週間前である可能性さえある。 

 

標準的な飲酒検査（「SFST」）のように効果に基づく検査

は、トレーニングを受けた DREの観察に依存し、THCし

きい値テストに代わる検査である。[xviii]現時点で、

SFSTがアルコールによる機能障害を特定できることは 

検証されているが、マリファナによる機能障害への感

度は十分に確認されていない。[75]この検査に含まれ

る、ロンベルグ試験（時間認識の測定）など、一部の個

別検査法は、マリファナの影響を受けた行動をかなり

正確に予測できることがレポートに記録されているが、

往復歩行試験や水平注視眼振試験といった他の SFSTは、

マリファナで機能障害に陥っている被検者を適切に特

定する目的に適した信頼性の高い手法ではない。[76] 
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少なくとも、これらの無効な測定手段は、マリファナに

よる機能障害のテスト能力があることを検証するか、

より正確で高感度の試験で代替する必要がある。[77] 

 

DUI（飲酒・薬物運転）による逮捕 

 

アルコールなどの薬物の影響下で運転したことを理由

とする逮捕の総数は、成人マリファナ使用を最初に認

めた 2州（コロラドとワシントン）では減少している。

[xix]コロラド州捜査局によると、DUI違反通知の数は、

成人マリファナの合法販売が開始される前年の 2011年

26,146 件から 16%下がった。[78]コロラドで DUI を理

由とする逮捕数は、2012年と 2013 年の間で微増したも

のの、成人マリファナの合法販売が開始されて最初の 2

年間に当たる 2014 年から 2016 年にかけては減少傾向

が続いている（表 12参照）。 

 

 

 

 

 

 

さらに、コロラド州パトロール機関の報告によると、マ

リファナの DUI違反通知数が 2017 年第 1四半期中には 

前年同期比で 1/3（33.2%）減少した。[xx][79] 

 

ワシントンではあらゆる種類の DUI による逮捕数が、

マリファナが合法化された年の前年（2011年）1年間の

34,256 件だったことに対し、成人マリファナ使用の合

法販売が開始されて 2 年後の 2016 年には 22,993 件と

なり、ほぼ 1/3（32.9%）減少している。[80]DUIによる

逮捕率も、マリファナ合法化前に比べ、安定して減少を

続けた（表 13参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

図 12：コロラド州における 10 万人あたりの DUI逮捕者数 

合法化法案 承認 

2012年 11月 

小売店販売開始 

2014年 1 月 
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Ⅳ．交通安全(続き) 

 

 

 

利用可能なデータの示す限り、THCまたは THC代謝物の

検査結果が陽性のドライバーは、ワシントンやコロラ

ドでは DUIのうちごく少数のみ（それぞれ 8%と 4%）で

あった。[xxi][81]さらに、コロラド（ワシントンでは

2015年データが未公開）では、現にマリファナが 2014

年から 2015 年の DUI 逮捕数の微減に関わっている。

[82] 

ワシントンとコロラドに続き、2014 年に成人マリファ

ナ使用が合法化された 3管轄区、オレゴン、アラスカ、

ワシントン DCでは、合法化後の期間のデータに限りが

あり、合法化前数年間は部分的にデータが欠落してい

る。利用可能なワシントン DC のデータを見る限り、合

法化によって DUI 発生率は上昇していない。オレゴン

の DUI違反数は、マリファナ合法化の前年に当たる 2013

年の 17,341 件に比べ、合法化から 1 年後の 2015 年に

は 25%減少して 11,882 件となっている。[83] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同様にワシントン DCでは、2013年の 1,648件から 2015

年の 1,346 件へと同期間に DUI 逮捕数が 18.3%減少し

た。[84]アラスカではマリファナが合法化されて 1 年

たっていたものの、まだ小売店は開かれていなかった

2015年に DUI逮捕数の増加が始まったが、2016 年には

再び減少した。アラスカの DUI逮捕数は、2015年（3,161

件）と 2016年（3,063 件）に関しては同州の 2012年の

DUI逮捕数（3,133件）とほぼ同等であり、合法化直前

の数年間より明らかに少なくなっている。[xxii][85] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13：ワシントン州における 10 万人あたりの DUI 逮捕者数 

合法化法案 I-502 承認  

2012年 11月      

小売店販売開始  

2014年 7 月      
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衝突事故の比率 

 

マリファナの合法化と衝突事故発生率には明確な相関

性がない。ワシントンとコロラドでは、THC 検査が陽性

のドライバーが引き起こした死亡衝突事故の数が、

2015 年に微増しているものの、この増加とドライバー

の機能障害の間に因果関係はない。[86][87] 

 

このような毒性学の成果における変化は、合法化後に

THC検査とデータ報告手続が変更された結果、生じた可

能性がある。たとえば、合法化前の両州では、必ずしも

ドライバーに検査を施し、死亡衝突事故に THC が関与

していたかどうかを判別していたわけではなく、研究

者たちは必然的にこの情報を逆算によって手動で作成 

することになった。[88]この手法はエラー発生率が高

く、合法化後に施行されたリアルタイムの THC 検査と

正確には比較できない。[89]さらにこれらのデータは、

米運輸省道路交通安全局（NHTSA）の死亡分析レポート 

システム（FARS」）から取得した情報で、検査手続や検

査方針、報告方針に多くのバリエーションが含まれて

いる分、限界がある。[90] 

 

 

 

 

 

 

 

合法化後の NHTSA の FARS データでは、THC 中毒情報が

手動で追加されている。[91]このような理由から、また

履歴を比較する値がないことから、NHTSAではこれらの

数値を管轄区間で比較したり、同一管轄区内でも年ご

とに比較したりしないよう警告している。[92] 

 

THC検査結果が陽性ドライバー数の増加は、成人（21歳

以上）のマリファナ合法化州で、成人のマリファナ使用

者数が増加したことを示している可能性もある。この

データの事実は、検査を受けたドライバーが衝突の数

時間、数日、または数週間前（マリファナの影響による

機能障害が消えるずっと前の可能性がある）にマリフ

ァナを消費したことのみであり、ドライバーがマリフ

ァナで機能障害に陥っていた証拠にはならない。 

 

さらに研究では、コロラドとワシントンの合法化後の

死亡衝突事故発生率とマリファナの関係がごく限られ

ていることを示している。両州の衝突事故発生率は、比

較に適し、マリファナが非合法の州と統計上近似して

いる。[93]以上に加え、たとえばワシントンの死亡衝突

事故の増加率は、死亡衝突事故に関与したドライバー

の THC 陽性結果の増加率よりはるかに大きいため、他

の要因が関与していること、その結果としてこの衝突

事故数となったことを示唆している（表 14参照）。 

図 14：ワシントン州における死亡衝突事故数(2008-2016年) 

総死亡衝突事故数        血液中に THCが検出された 

運転手の衝突事故   
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Ⅳ．交通安全(続き) 

 

衝突事故のリスク 

 

マリファナ使用が運転能力を損なうという観点の研究

成果には、矛盾が見られる。[94]アルコールと衝突事故

リスクについては、研究で相関関係が明確に示されて

いる一方、マリファナの研究では THC が衝突事故のリ

スクに及ぼす効果が比較的あいまいである（表 15 Aと

B 参照）。 

 

マリファナによる機能障害に関する一部の研究では、

衝突事故リスクのわずかな、または不確かな上昇と THC

の関連性が示唆されているのみであった。[95] 

その他の研究では、マリファナ常習者は、たまにマリフ

ァナを使用する人より機能障害が表面に表れる回数が

少ないことが示されている。[96]マリファナ単体では

衝突事故の増加につながらないことを示した研究も複

数ある。[97]依然として他の研究では、THC 中毒と運転

に関わる機能障害の関連性について矛盾する結論が報

告されている。[98] 

 

たとえば、米運輸省と交通安全局の発表したある研究

では、個人の血中 THC 濃度測定値と運転に関わる機能

障害に相関性がないことが示されている。[99]同様に

ハイデルベルク大学で行われたある研究では、医療用

大麻を使用する患者など、多量のマリファナを使用し

た被検者で、機能障害の兆候は一切見られなかったに

もかかわらず、使用後数日たってからの血中 THC 濃度

が依然として高く、5 ng/ml の上限を超える場合がある

ことが示されている。[100]このほかにもさまざまな研

究成果が、医療用大麻を使用する患者によく見られる

高血中 THC 濃度と機能障害に相関性がないことを示唆

している。[101] 

 

これらの研究から、マリファナ使用に起因する衝突事

故リスクには十分な根拠がないことがわかる。恣意的

な血中 THC のしきい値が機能障害を意味しないことを

示している。マリファナ使用と運転に関わる機能障害

の関連性を十分に理解するには、さらなる研究が必要

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15A：血中アルコール濃度と衝突リスクとの関係 

図 15B：血中 THC濃度と衝突リスクの関係 
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Ⅴ．マリファナと経済 

 

税金と収入 

 

規制を課しつつ成人のマリファナ使用の市場を確立す

ると、州政府や地方自治体は他の物品やサービスに対

する課税と同じ要領でマリファナに課税できる。コロ

ラド、ワシントン、オレゴン、アラスカに加え、つい最

近ではネバダでも、消費者と規制当局の両方が新しい

システムに合わせ、調整を行った。（カリフォルニアで

の販売は 2018年 1 月 1日に始まったばかりで、利用可

能なデータはまだない。マサチューセッツ州での販売

は 2018年 7 月まで始まらない。メイン州はマリファナ

管理プログラム策定に向け批准法案がまだ認可されて

いないため、同州での販売は保留中である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ワシントン DCでは現在、小売用栽培、製造、販売は一

切、許可されていない）。ただし一度運用が始まると、

各州の販売益と税収の合計は急速に当初の推定額を上

回った。 

 

たとえばアナリストたちが予測したワシントンのマリ

ファナ販売益は、最初の 2 年間は年額 1 億 6,200 万ド

ルであった。[102]初年度、ワシントン州のマリファナ

消費税収入は見積もりを下回る 6,500万ドルだったが、

2 年目は年度収益が見積もりを上回って 1 億 8500 万ド

ルを回収、さらに第 3 年度は 3 億 1,500 万ドルを回収

した（表 2参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

表2　州によるマリファナ収入　　単位：億円

州 想定収益 1年目 2年目 3年目 4年目

コロラド[xxiii]

(1/1-12/31)
77.0億円

74.36

(2014)

143.44

(2015)

212.96

(2016)

225.61

(17/10/17まで)

ワシントン[xxiv]

(7/1-6/30)
178.2億円

71.39

(2014-15)

204.27

(2015-16)

346.28

(2016-17）

100.32

(17/7-9）

オレゴン[xxv]

（7/1-6/30)
34.1億円[xxvi]

22.77

(2015-16)

77.33

(2016-17)

20.24

(17/7-9)
-

アラスカ[xxvii]

（7/1-6/30)
13.2億円[xxvii]

1.87

(16/10-17/6)

1.43

(17/7-8)
- -

ネバダ[xxix]

（7/1-6/30)
66.0億円　[xxx]

14.52

(17/7-9)
- - -
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Ⅴ．マリファナと経済(続き) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コロラドでは 2014年 1月 1日に始まったマリファナ販

売が約 6 億ドルをもたらした。[103]初年度に比べ 2年

目は収益が倍増し、収益はその後も順調に増加して 4年

目には初年度の約 3倍となった。販売が開始された 2014

年、同州は 6,700 万ドルの利益を回収した。さらに 2017

年 10 月までで同州はすでに 2 億 500 万ドルを回収し

た。これは年間 7,000 万ドルという当初の予測を大き

く上回る。 

 

オレゴンでも収益は予測額を上回った。2014 年、同州

の税務当局は、年間粗収入が平均 2300 万ドルになると

予測していたが、この金額は後に年間 3,100 万ドルに

上方修正されました。[104]同州が初年度にマリファナ

で得た収入は 2,000万ドルでこの予測値を下回ったが、

次の 1 年は年度末の 2017 年 6 月 30 日を迎える前に同

州の収入が 7,000 万ドルに達し、予測収入の 2 倍を超

えた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

税率 

 

マリファナに最適の税率を見つけるには、州政府や地

方自治体のマリファナ管理費を十分に補てんしつつ、

多量のマリファナ消費に歯止めをかけることができる

ように、また過剰な税負担を避けることで、マリファナ

が非課税となる非合法市場から消費者がマリファナを

購入しないようにバランスを取る必要がある。[105]適

切な税率の策定には、州議会、消費者、マリファナ関連

業者の柔軟な対応が必要となった。州によっては、消費

者の非合法市場への依存を緩和するため、あるいは州

の税収を増やすためにマリファナ税率を増減せざるを

得なかった。[106]価格変動の大きい新興業界では、適

切な税率の計算が込み入ったものになる。[107] 

 

コロラド、ワシントン、オレゴン、アラスカはいずれも、 

一度マリファナの販売が始まった後で、全体的なマリ

ファナ税率を修正する措置を行った。[108]コロラド州

議会は 2016年に非合法市場を抑える目的でマリファナ

販売税額の引き下げを認可したものの、2017 年には州

の収入を増やす目的でこの動きに逆行し、マリファナ

の販売税の引き上げを認可した。[109] 

図 16：州の成人マリファナの課税率 2017 年 1 月現在 

１５％消費税 

１０％小売税 

37％  

小売税 

１7％ 

消費税 

１５％ 

消費税 

 

50 ドル/オンス 

栽培税 

15％ 消費税 

9.25 ドル/オンスの花 

2.75 ドル/オンスの葉 

10.75％ 消費税 

+6.25％ 州消費税 

+上限 3％地方税 

10％ 消費税 
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ワシントンでは当初、サプライチェーンのあらゆる地

点で課税する複雑なしくみの税を課したものの、後に

より有効な 37%の物品税に切り替えた。[110]オレゴン

州議会も、従重量制の卸売売上税からマリファナの販

売時に課税する小売売上税に切り替えた。[111]もっと

も新しくマリファナの小売販売を導入したネバダ州で

は、これらの州を参考にして、販売開始前から小売販売

に対する物品税を追加した。[112]同様に、マサチュー

セッツ州議会では、有権者が投票法案で設定した税率

が低すぎて収益が出ない可能性があると判断し、販売

開始よりずっと早期に税率を引き上げた。[113] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

医療用大麻の税率は引き続き小売用マリファナより低

率、低額となる（表 3 参照）。オレゴンをはじめとする

一部の州では、医療用大麻は非課税である。コロラドな

ど、このほかの州では、医療用大麻は高い物品税の 

対象からは外れるものの、州の販売税が課される。税率

引き下げにはもっともな理由（医療用大麻は薬として 

使われており、マリファナ以外の処方薬は免税となっ

ている）がある一方で、医療用と小売用のマリファナで

扱いが異なると、課税標準が引き下げられ、州の収入が

引き下げられる可能性がある。[114] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表3　州による税率（医療使用および成人マリファナ使用）　　[]は引用文献番号

州 税タイプ(成人使用） 医療使用[115]

コロラド[116]

 2017年7月開始

15％（州の消費税2.9％を免除）

+卸売物品税15％

2.9％の州の消費税

ワシントン[117]
小売売上高の37％の消費税

+ 8％州の消費税

特定の種類のマリファナと低THC製品と高CBD：

消費税の37％

販売および使用税の免除

オレゴン[118] 17％消費税 無税

アラスカ[119] $ 50 /オンスのマリファナ栽培税 無税

ネバダ[120]
最初の卸売物品税：15％

+小売り消費税（大人）：10％

最初の卸売物品税：15％

2％消費税

カリフォルニア[121]

卸売重量税：$ 9.25 /オンスの花;

$ 2.75 /オンスの葉

+ 15％消費税

+ 7.25％州の消費税

+地方税

卸売重量税：$ 9.25 /オンスの花;

$ 2.75 /オンスの葉

+ 15％消費税

州の消費税7.25％を免除

マサチューセッツ[122]

10.75％消費税

+ 6.25％州の消費税

+地方税3％を上限に

無税

メイン メイン州議会によって設立される 無税



 

25 

 

 

 

Ⅴ．マリファナと経済(続き) 

 

雇用 

 

マリファナ関連業界は明らかに成長中であり、州の税

収を数億ドル規模で生み出している。さらにこの合法

マリファナ市場の台頭で、数十万人分の職が新しく生

み出されている。見積もりでは、合法マリファナ業界で

常勤、パートタイムを含め、全米で 16 万 5000 人分か

ら 23万人分の雇用が創出される見込みであった。[123]

マリファナを合法化し、非合法市場を合法マリファナ

市場に転換する州が増えるにつれて、この数字は増大

し続ける見込みである。 

 

Marijuana Policy Group（マリファナポリシーグルー

プ、「MPG」）のレポートによると、コロラドでは 2015年

にマリファナの合法化で 18,005人分の常勤職が創出さ

れた。[124]これらの職の大部分（12,591人分）は、店、

薬局、栽培業務、製造業務など、マリファナ関連事業に

直接結び付いている。 

残りの配置（5,414 人分）は、保安、コンサル十代グ、

法務サービスなど、同業界に付属して生み出された職

である。[125]MPG のさらなる見積もりによると、成長

の大半の原因はマリファナ需要の増加ではなく、規制

を受けない非合法市場の縮小にある。[126]この調査で

はさらに、2014年には 9,936人分の直接的な職と 4,272

人分の補助的な職が創出されたと見積もっている。

[127]ケイトー研究所の別の調査によると、このような

職の創出で、コロラドの失業率にわずかながら有意の

減少が見られた。季節変動調整済みの失業率は、2014年

初頭から大幅に低下している。これは同州で小売用マ

リファナ販売が始まった時期に相当する。[128] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マリファナを合法化した他の州でも、雇用は伸び続け

ている。Washington State Institute for Public 

Policy（ワシントン州公共政策研究所）の見積もりでは、

2016 年第 4 四半期に、同州のマリファナ関連企業で

10,894 人が雇用されている。[129]2016 年第 1 四半期

に比べ 2016 年第 4 四半期では、認可を受けたマリファ

ナ関連企業の常勤従業員数が 66%増え、賃金が 63%増え

た。[130]オレゴン州議会が要請したレポートの見積も

りでは、2017 年 2 月 1 日時点でマリファナ関連業界に

関わる同州内の職は、約 12,500 人分でした。この見積

もりには、マリファナに直接触れる職のみが含まれ、 

付属事業分は含まれていない。[131] 

 

これらの調査結果から、合法規制下のマリファナ市場

を確立した州では、数千人分の職が新しく生み出され、

その経済的メリットを享受したことは明らかである。

[xxxi][xxxii] 
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Ⅵ．今後：影響評価のための他の指標 

 

初めてのマリファナ合法化法案が可決されたのはわず

か 5 年前、そして初めての合法規制マリファナ市場が

立ち上がったのはわずか 4年前である。[132]  合法化

が進み、 より多くのデータが集まるなかで、新たな対

策の分析が至上命題となってる。このような評価は合

法マリファナに関連して生じたさまざまな結果の数値

化に必要となる。対策としては、オピオイドの過剰摂取

と入院率、嗜好用のマリファナの市場が医療用大麻に

与える影響、公共使用スペースの影響、マリファナ犯罪

化による過去の被害の修復活動やマリファナ市場の公

平性改善など、さまざまなものがある。さらに、カリフ

ォルニア州の嗜好用マリファナ使用法修正案 64号にあ

る独自の量刑改革や環境保護条項の影響評価も必要で

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マリファナ合法化とオピオイド関連被害の関係 

 

多くの調査研究が行われたことで、マリファナの合法

使用がオピオイドに関連した公衆衛生被害の対策に役

立つことが示されている。[133] 実際、マリファナの使

用増と、オピオイドの過剰摂取による死亡率や未処置

のオピオイド使用障害など、オピオイド関連の最も厄

介な被害の減少に相関性があるという兆候が既に全米

で見られている。多くの人々がオピオイドに代わるリ

スクの低い鎮痛薬を探し求めており、マリファナが現

実的な代替案であることに気付き始めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 17：コロラド州における成人マリファナ合法化後の毎月のオピオイド関連死の変化(2000-2015 年) 

オピオイド死亡(実数)       オピオイド死亡（平滑化モデル）   

マリファナ小売 

販売開始 



 

27 

 

 

 

Ⅵ．今後：影響評価のための他の指標(続き) 

 

ここ数年、医療用[134]と成人用[135]マリファナの使

用が認められた州でオピオイドの過剰摂取による死亡

率の低さに相関関係のあることが初期の研究で明らか

になっている。医療用大麻の使用が認められた州では、

マリファナが一切合法化されていない州より過剰摂取

による死亡率が 25%近く低く、時間の経過に伴い死亡率

が低下する。[136] 成人マリファナの合法化前後数年

にかけてコロラド州で実施されたオピオイドの過剰摂

取による死亡率分析では、合法化後に州内で 1 カ月あ

たり 0.7 人の死亡者数減少が見られ、何十年も増加傾

向にあった過剰摂取件数が 2014 年以降減少に転じた 

(図 17参照) 。[137] さらに、医療用大麻の合法使用

がオピオイドへの依存や悪用による入院[138]の 23%減

少やオピオイド治療の 15%減少につながっている。

[139] 

 

研究者らは、これらの傾向はオピオイドの使用障害者

や危険使用者が、不法に入手したオピオイドなどの各

種ドラッグの代わりに合法的に入手できるマリファナ

を使用する代替効果を示すものだ、との仮説を立てて

いる。複数の研究結果では、医療用大麻の使用者がリス

クの低いオピオイドの代替製品であり、有害な副作用

が少なく、疼痛管理に役立ち、投与中止の可能性が低く、

入手しやすいと考えていることが示されている。[140] 

 

慢性疼痛の治療におけるマリファナの有効性は次第に

認識され、確立されつつある。[141]研究では、一部の

患者がオピオイドをやめてマリファナに移行をしたり、

補助的にマリファナを使ってオピオイドの量を減らし

つつあることが明らかになっている。[142]慢性疼痛患

者の研究では、抽出サンプルの間において医療用大麻

の使用が最終的には処方オピオイドの 64%使用減少に

つながっている。[143] もう 1 つ、慢性疼痛に医療用

大麻を使用した結果、処方オピオイドの使用が 44%減少

したという研究結果もある。[144] 

 

米国人の 98%が何らかの形 (21%は医療用と嗜好用の両

方、41%は医療用限定、そして 35.4%は低 THC もしくは

限定的 CBD 調合) でマリファナの合法使用が認められ

た州に既に在住していることを考えると[145]、研究者

らは現行のオピオイドの重大局面に対応する幅広い戦 

 

 

 

 

 

 

 

 

略にマリファナを当てはめて評価するのに適した状況

にある。医療用大麻に関する政策は州によって大きく

異なるため (承認規定数、許容使用形態など) 、マリ

ファナをさらに幅広く合法化すれば、代替使用が州独

自の医療用大麻政策を越えて可能になるかもしれない。 

 

医療用大麻の影響 

 

嗜好用の販売が始まってからコロラド州における医療

用大麻の売上に今のところ変化はないが、これはマリ

ファナの一般販売により医療用大麻の販売量が劇的に

低下するとの当初の予測と食い違う。[146] 一部のア

ナリストは、医療用大麻の税率が低いことで、消費者が

割引価格で入手する目的で不必要に医師の推薦状を求

めないからだと考えている。[147]コロラド州税務局も

同様に、医療用大麻の売上が変わらないのは税額の差

が理由だとしている。[148] ほかのアナリストも、医師

の推薦状を入手するのが面倒なことから顧客が新たな

税金の支払いをいとわないと考えている。[149] 

 

ワシントン州の医療用大麻のシステムは、2012 年にマ

リファナの販売が合法化されてから大きな変化に直面

した。 ワシントン州の医療用大麻の大部分は規制され

ておらず、1998 年から、政治家たちが 2 つのシステム

を統合した 2015年まで免許も認可も不要だった。[150] 

だが、嗜好用途の販売が始まると、消費者は薬局で販売

される医療用大麻の方が小売店で販売される市販のマ

リファナより極めて安価であることに気付いた。[151]

マリファナの嗜好使用は規制への準拠、検査、テスト、

そして課税を強いられ、それによって経費が膨らみ、製

品価格が高騰した。その一方で、医療機関は規制を受け

ず、経費も格段に安く製品価格が安かった。[152] 

 

ワシントン州 (嗜好使用を合法化したその他の各州) 

の教訓は、嗜好使用を合法化する前に規制され安定し

た医療用大麻市場を用意することが最善だという点で

ある。ネバダ州、マサチューセッツ州、そしてメイン州

は、今後そのような手順で進めることになる。もう一つ

の方法として、カリフォルニア州では嗜好用と医療用

の両方のマリファナの販売が新たな規制システムで

2018 年 1 月 1 日から同時に開始され、ほぼすべてのマ

リファナ税が両方のマリファナに課せられ、消費者が

医療用大麻を無用に求める動機はなくなる。[153] 
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屋内吸引スペース 

 

21 歳以上の成人にマリファナを合法化したどの地域も、

公共の場でマリファナを吸う行為は違法である。ネバ

ダとワシントン DC では軽犯罪となり、嗜好使用を合法

化したすべての州では民事上の罰則が適用され、罰金

や科料の対象となる。[xxxiii] これらの軽犯罪、罰金、

科料は金銭的な制裁として低所得者にとって偏った負

担となるため、マリファナ法の公正な適用にとっては

根本的な難問となる。[154] 罰金や科料を支払えない

人々には合法物質の使用で拘留されるリスクがある。

[xxxiv]つまり、ホームレスや政府助成住宅居住者は 

(公共での使用のみが民事制裁金の対象となる州であ

っても) マリファナの使用で司法機関の制裁を受けや

すいことになる。罰金や科料を支払えない場合が多い

ためだ。公共使用に関する違反は、有色人種、特に黒人

に対して偏って適用される可能性が高い (p31〜32 の

ワシントン DC 参照)。[155] さらに、合法規制マリフ

ァナ市場を訪れる旅行者は合法的にマリファナを購入

できても、当該州住民の私有地を利用できなければ合

法的に吸引できる場所がないかもしれない。[156] 

 

これらの不安に対応すべく、マリファナの嗜好使用を

合法化した複数の州では「公共吸引」クラブを認可した

り、小売店でのマリファナの吸引を許可した。しかし、

これらの吸引スペースビジネスの拡大は今のところ

遅々としている。警察などの介入を受けず、だれもが安

全にマリファナを楽しめる場所を見つけられるように 

 

 

 

 

するためには、これらのビジネスの認可が絶対に必要

だ。店内で楽しめる場所が認可されたら、逮捕件数、公

衆衛生、そして政府の費用削減額に対する影響を評価

する必要が出てくる。 

 

合法マリファナ市場の公平性 

 

最近まで、マリファナ合法化法は数十年にわたる過酷

なマリファナ禁止令や刑罰の影響への対応が適切では

なく、まだまだ改善の余地がある。このことは合法規制

マリファナ市場における現在の多様性の欠如からも明

らかだ。マリファナ犯罪化の被害を最も受けたコミュ

ニティは、この市場に参入するため、障壁の克服に悪戦

苦闘してきた。これを踏まえ、一部の州[xxxvii]や都市

はマリファナ業界への参入障壁低減を目指すルール作

りを進めている。たとえば、カリフォルニアでは、同州

の合法化構想の意図を「合法的な規制市場への参入障

壁低減」[157]であるとしている。カリフォルニアにお

けるドラッグ関連の犯罪歴だけではライセンスの却下

の根拠とならない。[158] これにより、数十年にわたり

マリファナ関連の罪で偏って逮捕され、有罪判決を受

けてきた低所得者、黒人、ラテン米国系の受ける被害が

緩和される。マサチューセッツや、オレゴン州ポートラ

ンド、カリフォルニア州のオークランド、サンフランシ

スコ、サクラメント、およびロサンゼルスなどの複数の

都市では、マリファナ業界での公平性拡大と過去に与

えた危害に対する是正措置を実施するプログラムを導

入中もしくは採用検討中である。[159] 
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Ⅵ．今後：影響評価のための他の指標(続き) 

 

これらの公正プログラムはマリファナの犯罪化で最も

被害を被っている人々を代表することを目標としてい

る。マリファナの販売ライセンスは州単位で発行され

るため、この目標は州レベルの公正プログラムを通し

て簡単に達成できる。たとえば、マサチューセッツ州が

定めるマリファナの規制および課税に関する条例の案

件 4では、マリファナを監督する州当局が「これまでマ

リファナ禁止令により不当な扱いや強制を受けたコミ

ュニティの人々の完全な参加を推進および奨励し、こ

れらのコミュニティに好影響を与える手続きや政策」

を採用することを求めている。[160] フロリダ州

[xxxviii]、オハイオ州[xxxix]、およびペンシルバニア

州など、その他の各州も医療用大麻市場に州レベルの

公正プログラムを採用している。[161] 

 

各都市単位でもマリファナ市場の公平性と一体性を高

めるプログラムを採用している。たとえば、カリフォル

ニア州オークランドでは最初の認可フェーズにおいて

医療用および嗜好用マリファナの販売許可を申請する

公正申請者の 50%を除外するという米国初の「公正許可

プログラム」を導入する。[162] その他の複数の都市で

も公平な判断を下すにあたり、申請者のマリファナ関

連犯罪歴、低所得区分、性別、軍歴、そして過度なマリ

ファナ関連逮捕者を出した地域住民といった各種判断

要因を検討している。[163] オレゴン州ポートランド

では、嗜好用途のマリファナの消費税相当分の一部を

女性やマイノリティーが経営するマリファナ関連ビジ

ネスに投資する法令を可決している。[164] 

 

 

 

 

 

 

 

マリファナ業界 (およびその他の業界) における雇用

でもう 1 つの障害となるのがマリファナ関連の犯罪歴

だ。これは現在居住する州では合法となっているかも

しれないマリファナの犯罪で有罪判決を受けた個人に

とっては特に大きな問題だ。これに応えて、カリフォル

ニア、コロラド、およびオレゴンなどの各州では、マリ

ファナ関連の犯罪歴のある個人が合法化後に各自の記

録を過去にさかのぼってマリファナ関連で受けた罰則

を削除もしくは減刑し、それを反映できるようにして

いる。[165] これは、一生つきまとうことも多く、職業

関連の認可取得を妨げる犯罪歴からの解放に役立つ。 

ほかとは全く異なるマリファナ犯罪化の被害を修復し

ていくには優先認可プログラムや記録削除の改善策が

必要だが、マリファナ市場への参入障壁が低減され、低

所得者による資本調達が可能にならなければ真の公正

は実現しない。 

 

参入障壁の低減は、小規模栽培家向けの栽培ライセン

ス、業務規模に応じた申請料金設定など、業務許可カテ

ゴリーの縮小[xlii]によって実現する。[166] 市場集

中を制限することもマリファナ市場への参加零細企業

数を増やすことになる。[167] これは、ライセンスを受

けた企業が保有するマリファナ企業の数を制限したり、

ライセンスを受けられる企業の規模を制限することで

実現可能だ。[168] 

 

 

 

 

 

 



 

30 

 

 

 

 

 

資本調達には、低所得者が小規模ビジネスローンを受

けられるよう連邦銀行の問題を解決する必要もある。

現行の連邦銀行法では、低所得者が小規模ビジネスロ

ーンを受けることやマリファナ関連企業を設立するこ

とを制限している。そのほかの各種ビジネスと異なり、

マリファナが連邦法においては違法のままであるため、

医療および嗜好用のマリファナ関連ビジネスは銀行の

サービスを受けることができない。[169] その結果、マ

リファナ関連で起業しようとしている多くの人々は、

マリファナ関連ビジネスで銀行のローンを受けたり銀

行取引を行うことができない。[170] これはつまり、現

状では資金の豊富な個人しかマリファナ業界に容易に

参入することができないことを意味する。マリファナ

業界の人々と銀行が取引可能になるまで、低所得者が

マリファナ関連ビジネス設立に必要な資本を調達する

にはマリファナ促進プログラムや、民間財務支援など

しか方法がない。[xliii] 

 

コミュニティにおける有罪判決被害の修復 

 

カリフォルニア州の修正案 64号には大幅な量刑改革な

ど複数の斬新な条項が含まれている。同法は、大半のマ

リファナ関連の罰則について削除もしくは大幅に減刑

している。18 歳以下の少年については、すべての罰則

が禁固ではなくドラッグ教育の受講を義務づける違反

となった(p34〜35で詳しく解説)。これらの大幅な罰則

軽減は過去にさかのぼって適用される。つまり、合法化

時にマリファナ犯罪で判決を受けた個人は、合法化後

の罰則で改めて判決を受けることができる。さらに、過

去にマリファナで有罪判決を受けた場合も裁判所に嘆

願書を提出して減刑もしくは犯罪歴の削除を申し出る

ことができる。     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マリファナ合法化の最初の年、カリフォルニア州の各

郡によると、およそ 5000人[xliv]が改めて判決を受け、

州の監視下から解放されるか、もしくはマリファナの

有罪判決が減刑もしくは犯罪歴から削除される可能性

が高いという。[171] 

 

マリファナ合法化法に過去にさかのぼった犯罪歴削除

条項を含めているのは今のところカリフォルニア州だ

けだが、このような条項が議会を通過[xlvi]もしくは

審議中の州は他にもある。たとえば、オレゴン州議会は

マリファナ関連の犯罪で有罪判決を受けた人が過去に

さかのぼって犯罪歴を削除できる法案を 2015年に可決

している。[172] さらに、コロラド州も過去のマリファ

ナ軽犯罪歴を記録から抹消できる法案を 2017年に可決

している。 

 

環境被害の修復 

 

カリフォルニア州の修正案 64号には州の天然資源の保

護および修復を目的とした独自の条項もある。これら

には、マリファナの不法栽培によって引き起こされた

数十年にわたる環境被害を是正する環境保護と改善に

関する条項が含まれる。同州法においては、マリファナ

業界でライセンスを受ける業者が環境規制に準拠しな

い場合はライセンスを剥奪され、制裁金を課されたり、

刑事訴追を受ける可能性がある。さらに、マリファナ関

連の数百万ドルの税収が環境浄化と州立公園の改良に

あてられる。これらの環境被害はカリフォルニア州だ

けのものではなく全米で発生しており、これらの条項

が実際問題として、州の水、土地、天然資源を改善でき

るかを評価する必要がある。これらの条項の有効性は

将来のマリファナ関連法形成に役立つだろう。 
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Ⅶ．今後：成長分野 

 

マリファナの合法化に向けた圧倒的な国民の支持を得

て、合法化の範囲を越えた改正を進め、マリファナ犯罪

にともなう補助的被害を修復するための機が熟してい

る。これにはマリファナ関連の逮捕で残る人種格差を

是正する警察業務の見直し、警察が個人の行動を阻止

する口実にマリファナを利用することの制限、マリフ

ァナに関連した 21歳未満の青少年の行為に対する刑事

罰の削除といったことが含まれる。 

 

人種格差の存続 

 

米国におけるマリファナ関連法の施行には人種格差が

残っているというのが一般的な見方である。使用や販

売はどの人種でも同様の割合であるにもかかわらず、

マリファナ関連法違反では黒人やラテン米国系の方が

白人より逮捕される場合が多い。[173] マリファナの

合法化は、マリファナ関連行為での黒人やラテン米国

系の逮捕件数を劇的に減らしたが人種格差は継続して

いる。低所得者住居地区の重点取り締まりや人種によ

る選別、および人種を動機にした警察業務手法など、最

初から存在する格差はなくなっていない。[174]コロラ

ド州などでは、2012〜2014 年にかけてマリファナ関連

の逮捕件数で最も恩恵を受けたのは白人でラテン米国 

 

 

 

 

 

 

系の 33%、黒人の 25%に対して 51%の減少だった。コロ

ラド州における 2014年の黒人のマリファナ関連逮捕件

数の割合 (10 万件中 348 件) は白人 (10 万件中 123

件) のおよそ 3倍に相当する。[175] ワシントン州に

おける合法化後の黒人逮捕件数は他の人種や民族の倍

だとされている。[176] アラスカ州では 2013〜2015年

にかけてマリファナ関連の逮捕件数が黒人も白人も劇

的に減り、それぞれ 95%および 92%の減少となったもの

の格差は残っている (下図 18 参照) 。2016年のアラス

カ州における 17件のマリファナ関連の逮捕件数のうち、

29%は黒人 (同州の人口構成のわずか 4%にすぎない人

種グループ) だった。アラスカ州におけるマリファナ

関連の黒人の逮捕件数の割合 (10 万件中 17.7 件) は

白人 (10 万件中 1.8件) の 10 倍だった。[177] 同様の

パターンはワシントン DCにもあてはまり、詳細は次ペ

ージで詳しく解説する。 

 

マリファナの合法化は黒人やラテン米国系のマリファ

ナ関連違反行為の逮捕件数および有罪判決件数を劇的

に減少させるものの、警察の取り締まり手法まで変え

るものではない。マリファナの取り締まりにおける人

種格差を終わらせるためには警察改革も必要とされる 

(p34で解説) 。 

 

 

図 18：アラスカ州における人種別のマリファナ所持逮捕件数(2012-2015 年) 

白人             黒人            その他   
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事例：ワシントン DCでの逮捕 

 

ワシントン DC では 2014 年 7 月からマリファナが非犯

罪化され[178]、2015 年 2 月から 21 歳以上の成人に対

して合法化された。[179] だが、これは功罪相半ばする

結果となった。マリファナ関連の逮捕件数は合法化後

の最初の年に劇的に減少したものの、2016 年にはわず

かながら増加している。ワシントン DC における逮捕件

数は 2014〜2015年にかけて 83%減少[180]し、所持によ

る逮捕件数は 2014 年の 1840 件から 2015 年に 61 件へ

と 97%も減少した。2016年には、所持による逮捕件数が

35 件へとさらに減少している。販売目的の所持による

逮捕者件数は 2015 年に 599 件から 170 件へと減少し、

2016年も 179件と比較的安定している。[181] 一方、

販売関連の逮捕件数は当初 2014 年の 124 件から 2015

年の 81 件へと減少したが、その後 2016 年には 224 件

へと 81%増加している。[182]  

 

ワシントン DC ではマリファナが合法化されたものの、

公共の場におけるマリファナの吸引は軽犯罪となって     

  

 

 

 

いる。[xlvii] これは 2014 年 7 月 17 日に禁止されて

いる。[183]この日から 2015 年末までの間、公共の場に

おける吸引の逮捕件数は 259件となっている。[184] そ

の件数は 2015 年の 142 件から 2016 年の 402 件へと

182%増加し、黒人男性への偏重が過度に大きい (下図

19 参照) 。公共の場における吸引の逮捕件数 661件の

うち、547件が黒人 (82.8%) 、580件が男性 (87.7%) 、

そして 480件 (72.6%) が黒人男性だった[185] 2016年

には、公共の場におけるマリファナ吸引で 970件に 1件

の割合で黒人が逮捕されているが、白人 の割合は 1万

331件に 1件だった。[186] つまり、ワシントン DCの

黒人は公共の場におけるマリファナ吸引で白人の 11倍

も逮捕される可能性が高いことになる (下図 20および

21 参照) 。これは、黒人居住者がワシントン DCの人口

のわずか 49%しか占めておらず、マリファナ使用率も白

人居住者と同様であるという事実にもかかわらずであ

る。[187] 

 

図 19：コロラド州における成人マリファナ合法化後の毎月のオピオイド関連死の変化(2000-2015 年) 

白人             黒人            その他   
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ワシントン DCにおけるマリファナの取り締まりは歴史

的に人種的偏重がある。[188] 新しい公共の場での吸

引を罰する法律の登場はドラッグ関連法がワシントン

DC の有色人種コミュニティに偏って標的にしているこ

とが示されている。ワシントン DCにおけるマリファナ

関連の逮捕件数は公共の場での吸引による逮捕が増え

る傾向にあり、その大半が黒人男性を標的にしている。 

 

これらの逮捕は、認可された店舗でのマリファナの嗜

好吸引を認める合法マリファナ区域の必要性を示して

いる。これがないと、マリファナを吸引するためのプラ

イベートな場所のない旅行者や政府助成住宅居住者、

定住場所のない人々、および長年人種的な偏見を受け

てきた人々 (主に黒人) が今後も合法物質の使用で逮

捕されやすいままとなってしまう。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

図 20：ワシントン DCにおける 10 万人あたりの 

公共の場のマリファナ使用逮捕数(2016) 

図 21：ワシントン DCにおける 10 万人あたりの罰金でのマリファナ逮捕と人種 (2010-2016 年) 

譲渡         所持              譲渡意向の所持      公共消費    
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警察改革 

 

合法化後も、残りのマリファナ関連犯罪の取り締まり

において人種格差が存続している。これは、制限する言

葉を州法に入れることで、捜査当局が拘留、捜索、もし

くは逮捕の根拠にマリファナを利用する範囲を緩和す

ることができる。[xlviii]だが、マリファナ関連法に基

づく不公平な取り締まりを完全に是正するためには、

警察の取り締まり手法を改革する必要がある。 

 

マリファナの公共の場での吸引など、ほかのコミュニ

ティで取り締まらない非暴力行為に関連する刑事司法

制度において、人種による捜査対象設定[xlix]は有色

人種、青少年のコミュニティをいたずらに混乱させる。

軽微なマリファナ関連行為 (および各種軽犯罪) で対

象を絞って取り締まることは、対象コミュニティで警

察に対する不信を引き起こす一方で、刑事司法制度で

数十万人もの人々を混乱させ、治安を悪化させる。そこ

で警察は、模範となり、警察官による人種プロファイリ

ングを禁じ、人種による差別の害について説く規則を

採用する必要がある。[189] 

 

警察はさらに、捜索、召喚、および逮捕に関して職務質

問を行った人物の年齢、性別、人種、および民族、職務

質問を行った日時や場所、職務質問時間と理由、召喚の

有無と発行理由もしくは逮捕の有無、担当者情報をは

じめとする各種データを集めて説明責任と透明性を促

進する必要がある。取締業務における人種格差を低減

する警察の方針を用意できるよう、これらのデータを

まとめて一般公開し、評価できるようにしたい。[190] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

青少年とヤングアダルトのマリファナ逮捕件数 

 

複数の州では、マリファナの嗜好使用が合法化された

ことにより、マリファナ関連の違反行為で職務質問を

受け、逮捕される青少年 (18 歳以下) やヤングアダル

ト (18〜20歳) の数が劇的に減少するという予期せぬ

結果が生じている。 しかし、これらの減少は州によっ

て差があり、マリファナ関連の違反行為で罰せられる

青少年の割合が増えている場合もある。 

 

2012年から 2015年にかけて、コロラド州でのマリファ

ナ関連訴訟は 21歳以上の成人が 86%減少したのに対し、

18 歳以下の青少年は 69%、18 歳から 20歳のヤングアダ

ルトは 78%の減少だった。[191]同州では逮捕件数も同

様の傾向で、 2012〜2014年のマリファナ関連の違反行

為による逮捕件数は 21 歳以上の成人が 79%の減少、18

歳から 20 歳のヤングアダルトの関連逮捕件数は 34%の

減少だった。[192] 同時に、マリファナ関連の違反行為

で召喚された 18歳以下の青少年は 5%の増加で、これが

10万人あたりでの数字の 1%増につながっている。[193] 

 

オレゴン州では、2013〜2015 年にかけて 18 歳以上の成

人のマリファナ関連の逮捕件数が 92%減少したのに対

し、18歳以下の少年は 80%にとどまった (図 22参照) 。

2016 年、オレゴン州でのマリファナ関連の青少年の逮

捕件数 (10万件中 19.1件) は成人 (10万件中 2.8件) 

のおよそ 7 倍だった。[194] 同様に、ワシントン州で

は 2012〜2015年にかけてマリファナ所持での有罪判決

が 18 歳以上の成人では 99.1%減少したのに対し、18歳

以下の青少年は 56%だった。2015 年には、ワシントン州

でマリファナ所持の有罪判決を受けた件数の 98% 

(1723 件中 1691 件) が青少年だった (図 23参照) 。 

 

合法化後に青少年の逮捕件数が減少したことは前進だ

が、さらなる改革が必要とされている。刑事上の有罪判

決が教育や雇用など青少年の人生のさまざまな機会に

与える影響は、それがマリファナ関連の違反行為であ

っても深刻なものとなる可能性がある。青少年のマリ

ファナ関連行為の非犯罪化は、カリフォルニア州で実

施されたようにマリファナ改革の提唱者が今後も探求

できる分野であり、以下で詳述する。 
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Ⅶ．今後：成長分野(続き) 

 

少年とヤングアダルトのためのマリファナの非犯罪化

と減刑 

 

個人用途でのマリファナ所持は 2011年にカリフォルニ

ア州で違法行為となったが、有色人種、特に黒人の青少

年やヤングアダルトは偏った取り締まりを受け続けて

いる。[195]だが現在、修正案 64 号により、カリフォル

ニア州の 18歳以下の青少年はマリファナ関連では違反

行為にしか問われない。[196]今後、彼らが拘禁や罰金

に処されることはなく、青少年にはドラッグ啓蒙教育

への参加、カウンセリング、あるいはコミュニティーサ

ービスへの従事が課せられる。マリファナ関連の違反

行為は 18歳になると青少年の犯罪記録からすべて自動

的に抹消される。[197]数千人というカリフォルニア州

の青少年はドラッグ関連の逮捕記録を背負い込む必要

がなくなる。未熟な自分の選択や警察による人種差別

によって生じた各種犯罪歴の長期的な影響から法律が

青少年を保護してくれる。 

 

カリフォルニア州法はマリファナ関連行為に関して刑

事司法からヤングアダルトも独自に保護する。カリフ

ォルニア州の 18 歳から 20 歳のヤングアダルトはマリ

ファナ非犯罪化や合法化の恩恵をすべて受けるわけで

はないが、このグループに関してはマリファナ関連行

為の罰則の大半が非犯罪化もしくは減刑された。[xlx]、

[198]カリフォルニア州のアプローチを評価するのは

時期尚早だが、ヤングアダルトがマリファナ関連行為

で刑事司法に関与してしまうリスクを低減するための

優れた取り組みである。 
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図 22：オレゴン州におけるマリファナ逮捕件数 (2012-2016 年) 

図 23：ワシントン DCにおける年代別の公共の場のマリファナ使用逮捕件数(2010-2015 年) 

成人          青少年 

成人マリファナ     青少年マリファナ 

逮捕件数        逮捕件数 
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Ⅷ．結論 

 

マリファナ合法化の成功と一般の圧倒的な支持を受け

て、すでに争点はマリファナを合法化するかどうかで

はなく、いかに合法化するかに変化している。明らかに、

マリファナ犯罪と法執行に関する不平等で人種差別的

な弊害を是正することに重点を置いた政策を優先する

必要がある。 

 

そのためには、完全参加の障壁を削減し、個人の過去の

マリファナ犯罪歴を消去し、過去に麻薬犯罪歴のある

人々も認可や雇用の機会を得られるようにすることで、

合法規制下のマリファナ業界で均衡と社会的包括を強

化する必要がある。 

 

すでに合法化している州も含め、各州が、なかなか是正

されない不平等なマリファナの取り締まりに取り組む

必要がある。それには法執行機関がマリファナ使用を

理由にして拘留、捜索、逮捕できる範囲を制限する法が

必要である。人種に基づくプロファイリング業務を撤

廃するなど、警察の業務実態を改める必要がある。残り

すべてのマリファナ関連逮捕に関する人口統計データ

を収集し、そのデータを公開して、人種の不平等がない

か評価できるようにすることも必要である。 

 

合法化後に公共の場でマリファナを消費する違反につ

いては、懸念が増大している。低所得の黒人やラテン米

国系の個人はそれぞれ、公共の場でのマリファナ消費

によって高い確率で逮捕されたり違反通知を受けたり

している。このような格差に対処するには、公共の場で

消費する違反の罰則金を妥当な範囲に抑え、店内消費

のできる店舗を許可する必要がある。店内消費のでき

る店があれば、21 歳以上の成人に合法的にマリファナ

を消費する場を提供することで、格差が緩和され、結果

的に、プライベートなマリファナ消費の場がないため

に公共の場でマリファナを消費する人数が減ることに

なる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

未成年者のマリファナ違反が原因で若年者が刑事司法

制度に組み込まれることがないように、青少年（18 歳

未満）とヤングアダルト（18 歳～20歳）のマリファナ

を非犯罪化する必要がある。いくつかの州ではマリフ

ァナの合法化で、これまでずっと多かった青少年とヤ

ングアダルトのマリファナ違反による職務質問と逮捕

の数が、期せずして減った。ただし、このような減少は

州によって異なる。状況によっては、今も伸び続けるマ

リファナ違反者数の一端を児童が構成している。 

マリファナ使用が、将来の刑事司法の関与や失業の可

能性を高める停滞の原因とならないようにするため、

このような改革を学校にも広げる必要がある。代わり

に学校内外の児童に対しリソースとサービスを提供し

て有害な麻薬使用の可能性を引き下げ、児童の教育的

または職業的な展望を改善する必要がある。 

 

最後に、マリファナ販売で回収される税収は、マリファ

ナ犯罪の被害がもっとも深刻なコミュニティに再投資

する必要がある。人々に新しいスタートを切らせるプ

ログラムに投資する形で、多数の投獄者と数十年来の

麻薬戦争で特に荒廃したコミュニティを再生するには、

この資金が必要不可欠である。 
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付録 A：マリファナ合法化の支持者 

共和党          独立系         民主党          全米総合 
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付録 B：マリファナ合法化と州による成人使用の小売販売開始時期 
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